
１ はじめに

最近では、国内の大手金融機関が合併・再編す

る動きが著しい。巨大な金融機関が作られること

により、金融機関間の競争が激化し、比較的規模

の小さい金融機関は、生き残りのために様々な手

段を講じる必要が生じる。大口の個人預金者を

ターゲットとした顧客開発に力を注ぐ金融機関も、

今後増えていくものと思われる。

金融機関にとっては、家計の総合口座として決

済・貯蓄の両方で利用されることが望まれる。家

計の総合口座として利用されることで、多くの資

金源を得ることができるからだ。したがって、家

計の属性や地域によって、総合口座を持つ金融機

関として選択される金融機関が異なるのかどうか

は、金融機関側としては、非常に興味のある問題

であろう。

本研究では、家計レベルの個票データ（調査年

は１９９７年）を利用して、家計が総合口座を持つ場

合、その要因は何なのか、また、総合口座を持つ

場合は、どの金融機関を選択する傾向があるのか、

について推計を行った。本研究でいう「総合口座

を持つ金融機関」とは、家計が決済目的主要金融

機関としても貯蓄目的主要金融機関としても同じ

金融機関を利用している場合に、その金融機関を

指す。ここで、決済目的主要金融機関とは、「決

済口座（公共料金・クレジットカードなどの自動

引落口座、給与・年金などの受け取り口座）があ

る金融機関のうち、自動引落・自動受取が最も多

い金融機関」であり、貯蓄目的主要金融機関とは、

「最も貯蓄額（投資額）の多い金融機関」である。

分析の結果、貯蓄比率が低い家計や、地方部の

家計、決済目的主要金融機関でローンや給与振込

が行われる家計では、総合口座を持つ確率が高く

なることが示された。また、地銀は総合口座とし

て選択されやすく、郵便局は選択されにくい傾向

が示された。

本稿の以下の構成は次のようになる。次節では、

先行研究の概要について説明を行う。３節では、

分析に利用したデータと、変数の特性について示

す。４節では、家計が総合口座を持つか否かを決

定する場合に、何が主要な要因となるかを分析し

た結果を示し、５節では各金融機関の選択確率に

家計の総合口座の有無が影響しているかを調べる

ことで、金融機関によって、総合口座として利用

されやすいものがあるのかどうかを検討する。６

節はむすびとして、今後の課題等について触れる。

２ 先行研究

本研究では、郵政省郵政研究所の「金融機関利

用に関する意識調査」１９９７年度調査から個票デー

タを利用しているが、同じ調査の１９９５年度調査結
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果を利用した先行研究に、奥井（１９９８）がある。

この研究では、家計の主要金融機関の決定要因の

推計を行うもので、どのような属性を持つ家計が

どの金融機関を選択するのかを、決済目的、貯蓄

目的の目的別に推計した。また、同じ調査の１９９５

年度と１９９７年度の調査を利用して、金融機関の決

定要因を推計したものには奥井（１９９９．a）がある。

両研究共、マルチノミアル・ロジットモデルによ

る推計を行った。

奥井（１９９８）の研究では、今後の高齢化、少子

化といった家族形態の変化に金融機関が与える影

響に着目した。主要な結果は、１）決済目的主要

金融機関には、世帯主の年齢が高いほど信金・信

組、農協・漁協が選択されるが、貯蓄目的主要金

融機関には、世帯主の年齢が高いほど、銀行や証

券会社が選択される、２）決済目的、貯蓄目的の

両方の目的において家族人数が少ないほど銀行が

選択される。また、貯蓄目的主要金融機関では家

族人数が少ないほど証券会社の選択確率も上昇す

る、の２点であった。

奥井（１９９９．a）の研究では、金融機関へアクセ

スする際の利便性が金融機関の選択にどのように

影響するかについて着目するために、家計が属す

る都道府県の各金融機関店舗比率を変数として加

えている。店舗比率が高い金融機関は、他の金融

機関に比べて家計からアクセスしやすいと仮定す

れば、店舗比率が高い金融機関の選択確率は上昇

すると予想される。店舗比率に関しては、１）

１９９７年度では、決済目的主要金融機関の選択にお

いて、郵便局を除く各金融機関の店舗比率がその

金融機関の選択確率に有意にプラスである、２）

１９９５年度では、貯蓄目的主要金融機関の選択にお

いて、各金融機関の店舗比率がその金融機関の選

択確率に与える影響が、若干観察された、という

結果が得られた。ただ、１９９５年と１９９７年の調査で

は、対象としている家計が異なることや、質問項

目に若干の差があることから単純な比較には問題

がある。また、２年間という短期間では、金融機

関を変更する家計が非常に少ないことからも、

１９９５年度と１９９７年度とを比較しても、それほど目

覚しい結果の違いは得られなかった２）。

丸山（１９９９）は、同じ「金融機関利用に関する

意識調査」の１９９７年度調査を利用し、家計が金融

機関を利用することにより得られる便益効果を数

量化するため、意思決定問題を扱う手法である

AHP（階層分析法、Analytical Hierarchy Proc-

ess）を利用している。金融機関を利用すること

により得られる便益効果の源泉として利便性、商

品性、金融サービス、信頼性を取り上げ、それぞ

れの要素の重要度（ウェイト）を計算した結果、

利便性のウェイトが最も重視されることが示され

た。また、利便性のなかでは自宅職場などに近い

という要素のウェイトが最も高かった。利便性が

重視されるという結果は、奥井（１９９９．a）の研究

結果とも一致する。

今回は、金融機関にとっては、総合口座を持つ

金融機関として利用されることで１世帯当たりの

預貯金額が増えるので、家計が「総合口座を持つ

金融機関」を選択する要因に着目することとする。

この点に着目した研究は、家計レベルの金融機関

選択に関する情報が得られるデータが少ないため、

筆者の知る限りでは存在しない。家計の属性が総

合口座を持つかどうかの決定に影響を与えるので

あれば、金融機関は今後、家計からの預貯金を増

やすに当たり、どのような対策を講じればよいか

検討することができよう。

２）主要金融機関を変更した家計に関しては、奥井（１９９９．b）を参照。
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３ 利用データ

分析に利用したのは、「金融機関利用に関する

意識調査」の１９９７年度のものである（以下、１９９７

年度意識調査）。この調査の調査目的は、「金融自

由化など日本経済の構造変化が進展する中で、家

計がどの金融機関をどのような判断基準で利用し

ているのかという観点から、金融機関の利用状況

を把握する」ことである。対象としたのは、全国

の世帯人員２人以上の普通世帯、４５００世帯で、回

収数はこのうち、３２９８世帯（回収率７３．３％）であっ

た。調査期間は１９９７年１１月２１日から１２月８日であ

る。

分析に用いたサンプルは、このうち、世帯主が

男性かつ常勤労働者（民間企業に勤務、官公庁に

勤務、その他団体に勤務）の世帯に限った。さら

に、決済目的主要金融機関、貯蓄目的主要金融機

関として、都銀、地銀、信金・信組、郵便局を選

択している世帯に限っている。アンケート調査で

は、主要金融機関の選択肢として、他に外国銀行、

長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金、農協・

漁協が含まれるが、先に挙げた２つについては、

これらの金融機関を選択している家計がほとんど

存在しないことから、また、農協・漁協について

は、他の金融機関と異なり、農作物取引など、金

融サービス以外の取引が重要であり、金融機関選

択という概念とはやや意味合いが異なることから、

これらの金融機関を選択している家計を対象外と

している。

以上の条件に基づき、サンプルを限定した結果、

分析に利用されたサンプル数は１０９８世帯となった。

分析に利用する変数の特性を、表１．１に示す。

この調査では、貯蓄額や年収は階級値でしか得

られないため、各階級値の中央値を利用した。最

も低い階級については、その階級の一つ上の階級

の最低値を０．８倍した値、最上階級についてはそ

表１．１ 変数の特性

変 数 平 均 標 準 偏 差 最 小 値 最 大 値

年齢

年収（万円）

貯蓄総額（万円）

貯蓄比率

家族人数

労働者比率

持ち家比率

都市規模ダミー変数

１２大都市

人口１５万人以上

人口５万人以上

人口５万人以下

郡部

給与振込世帯比率

ローン世帯比率

総合口座を持つ世帯比率

サンプル数

４５．４６３６

６７２．９９６４

７００．９２９０

１．０１３９

３．８８１６

０．４９７７

０．６７１２

０．２２５０

０．３２８８

０．２０７７

０．０７０１

０．１６８５

０．６５１２

０．３１３３

０．６０４７

１０９８

１０．２８７１

３４８．８９９６

９４３．１２９１

１．０７３０

１．２３８５

０．２４１１

０．４７００

０．４１７７

０．４７００

０．４０５８

０．２５５５

０．３７４５

０．４７６８

０．４６４０

０．４８９１

２２

１６０

１６０

０．０９１４

２

０．１４２９

０

０

０

０

０

０

０

０

０

６９

２５００

６２５０

１０

１１

１

１

１

１

１

１

１

１

１

１
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総合口座を持つ世帯�

都銀�
28％�

地銀�
48％�
�

信金・信組�
16％�

郵便局�
8％�

総合口座を持たない家計（貯蓄目的）�

都銀�
14％�

地銀�
14％�

信金・信組�
11％�

郵便局�
61％�
�

総合口座を持たない家計（決済目的）�

都銀�
25％�

地銀�
50％�

信金・信組�
16％�

郵便局�
9％�

の階級の最低値を１．２５倍した値を利用した。

世帯主の平均年齢は４５．５歳、家計の平均年収３）

６７３万円、平均貯蓄総額は７００．９万円である。この

値を、総務庁統計局の「貯蓄動向調査」と比較し

てみよう。１９９７年の貯蓄動向調査では、世帯主の

平均年齢５１．９歳、家計の平均年収は７５４．８万円、

平均貯蓄額は１６３４．５万円である。本研究では、対

象世帯では世帯主が常勤労働者であるため、平均

年齢が若い。そのため、対象世帯の貯蓄額がかな

り低く、貯蓄動向調査の半分以下となっている点

に注意する必要がある。

家族人数の平均値は３．９人で約４人である。貯

蓄動向調査は、１９９７年度意識調査と同じ２人以上

の世帯を対象としているが、家族人数平均値は

３．３人で若干少ない。また、持ち家に住む世帯の

比率は６７．１％であった。世帯が属する都市の規模

を、１＝東京と及び１２大都市（札幌市、仙台市、

千葉市、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大

阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市）、２

＝人口１５万人以上の都市、３＝人口５万人以上の

都市、４＝人口５万人未満の都市、５＝郡部の５

つに分け、それぞれの都市規模に属する世帯の比

率をみると、都市規模１が２２．５％、都市規模２が

３２．９％、都 市 規 模３が２０．８％、都 市 規 模４が

７．０％、都市規模５が１６．８％であった。

総合口座を持つ家計は、１０９８世帯中６６４世帯

（６０．５％）であった。総合口座を持つ家計と総合

口座を持たない家計で、主要金融機関の構成が異

なるかどうかを、図１に示す。総合口座を持つ家

計に比べると、持たない家計の金融機関の利用比

率は、決済目的主要金融機関の構成はあまり変わ

らないが、貯蓄目的主要金融機関で郵便局の構成

比率が高いことがわかる。

次に、対象とする世帯が決済目的と貯蓄目的の

目的別主要金融機関としてどの金融機関を選んで

いるかを表１．２に示す。

決済目的と貯蓄目的主要金融機関の業態が共に

地銀というケースが最も多いことから、地銀は総

合口座を持つ金融機関として利用されることが多

いと予想される。ここで、決済目的主要金融機関

３）年収は税引き後の手取り年収（年金、金利収入等を含む）である。

図１ 総合口座の有無と主要金融機関構成比率
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と貯蓄目的主要金融機関の業態は同じであっても、

必ずしも両者が同じ金融機関であるとは限らない

場合が考えられる。そこで、各目的別主要金融機

関の業態が共に地銀であった３５３世帯のうち、決

済目的主要金融機関と貯蓄目的主要金融機関が同

じ金融機関であると回答した家計の比率を調べた

ところ、９２％であった。

また、総合口座を利用している家計とそうでな

い家計とでは、目的別主要金融機関の主要な選択

理由が異なっている可能性がある。表１．３に、目

的別主要金融機関の主要な選択理由の比率を示す。

決済目的主要金融機関選択理由は、総合口座を

持つ家計では、「自宅や勤務先、よく行く場所に

近いから」（５６．８％）、「勤め先との関係で」

（１５．４％）の順となっている。総合口座を持たな

い家計でも、同様の順番であるが、「自宅や勤務

先、よく行く場所に近いから」という理由を選択

している家計の比率が６１．１％と若干多くなる。

貯蓄目的主要金融機関選択理由では、総合口座

を持つ家計、持たない家計とも、多い選択理由が、

「自宅や勤務先、よく行く場所に近いから」と

なっているが、決済目的主要金融機関の場合と比

べて、総合口座を持つ家計と持たない家計で、選

択比率が２０％近く異なる。総合口座を持たない家

計では、「自宅や勤務先、よく行く場所に近いか

ら」を選択した家計は、３８．７％と少ない。２番目

に多い選択理由は、「名の通った金融機関で信頼

が高いから」（１７．１％）、３番目に多い選択理由は、

「商品の利率、利回りが良いから」（１３．８％）で

あり、これらの選択理由は総合口座をもつ家計で

はほとんど選ばれていなかった。以上の結果から、

表１．２ 目的別各金融機関構成

貯蓄
目的

決済
目的

都 銀 地 銀
信用・

信 組
郵便局 合 計

都 銀 １９７ ８ ８ ８０ ２９３

地 銀 ２５ ３５３ ２８ １３８ ５４４

信金・信組 １３ １２ １０９ ３８ １７２

郵 便 局 ８ １５ ７ ５９ ８９

合 計 ２４３ ３８８ １５２ ３１５ １０９８

表１．３ 総合口座の有無別、主要金融機関選択理由
（％）

決 済 目 的 貯 蓄 目 的

総合口座の有無 あ り 無 し あ り 無 し

自宅や勤務先、よく行く場所に近いから

商品の利率、利回りが良いから

便利な商品（家計簿機能等）があるから

通帳の図柄やサービス品が良いから

預けている預貯金が行くが多いから

金融以外のサービス（郵便局の郵便など）を同時に受けられるから

外務員が訪問してくれるから

借入を受けているから

いろいろな相談にのってくれるから

支店数が多いから

名の通った金融機関で信頼が高いから

勤め先との関係で

店の雰囲気が良いから

その他

無回答

５６．８

１．４

０．２

０．２

３．５

０．５

３．２

４．２

１．１

４．２

７．２

１５．４

０．６

１．７

０．２

６１．１

０．７

０．５

０．２

１．８

０．９

２．３

３．５

０．５

３．５

７．６

１４．１

０．７

２．３

０．５

５５．７

１．７

‐

０．３

３．０

０．２

２．９

３．３

１．２

３．６

９．６

１５．８

０．６

２．０

０．２

３８．７

１３．８

０．２

‐

５．１

１．６

３．２

２．３

１．４

３．５

１７．１

９．９

‐

２．８

０．５

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
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総合口座を持たない世帯は、リスクや収益性を考

慮して貯蓄目的主要金融機関を選択しているが、

総合口座を持つ世帯では、利便性を重視して選択

した決済目的主要金融機関を、そのまま貯蓄目的

主要金融機関として利用しているということが予

想される。

４ 総合口座の決定要因

家計は、金融機関へのアクセスコスト・リス

ク・収益率の３つの要素を考慮して金融機関を決

定する。これらの３つのうち何が重視されるかは、

金融機関の利用目的によって異なることから、家

計は目的別に異なる金融機関を選択すると考える

のが普通である。家計が総合口座を持つように

なった経緯として、１）決済口座を利用していた

金融機関で、貯蓄のための口座も開設する、２）

預貯金額が多かった金融機関が、決済用にも利用

されるようになった、の２つの流れが考えられる。

決済目的主要金融機関が給与振込先であるよう

な場合に、貯蓄用に別の金融機関に口座を開設す

るコストが高い場合は、１）のケースが生じるこ

とが考えられる。一方で、住宅ローン等のある家

計では、２）の流れが適当であると予想される。

金融機関は信用のある借り手に対してしか、貸出

を行わないのであれば、預貯金額が高い金融機関

から借り入れを行うからである。

まず、対象サンプルを用いて、家計が総合口座

を持つ場合、すなわち、決済目的主要金融機関と

貯蓄目的主要金融機関が同じ場合に１、それ以外

は０をとるようなダミー変数（総合口座ダミー）

を被説明変数とし、家計の属性で回帰する式を推

計した。説明変数としては、世帯主の年齢、年齢

の２乗項、家計の年収対数、家計の貯蓄比率（貯

蓄総額を年収で割った値を利用）、家族人数、家

計における労働者比率（世帯構成員のうち働いて

いる人の比率）、持ち家に住んでいる場合に１、

それ以外は０をとるダミー変数、都市規模ダミー

変数４）である。

また、決済目的主要金融機関の口座が、給与振

込や、ローンに利用される場合に、総合口座を持

つ確率が高くなるかを調べるため、決済目的主要

金融機関が給与振込やローン（借入）に利用され

ている場合に１、それ以外は０をとるダミー変数

も加えた。

決済目的主要金融機関を貯蓄目的主要金融機関

としても利用するようになった１）のケースでは、

決済目的主要金融機関から他の金融機関へ貯蓄用

の預貯金を振りかえるためにかかる費用が、振り

かえたことによって得られる収益よりも大きくな

るはずである。貯蓄額の低い世帯や、家計の中の

労働者の比率が高い世帯では、収益よりもコスト

の方が大きくなり総合口座を持つ傾向があると予

想される。また、地方では都市部に比べて、金融

機関にアクセスするコストが大きくなるため、総

合口座を持つ確率が高くなると予想される。

分析はプロビットモデルによる。分析結果を表

２に示す。

表では係数値の変わりに係数の限界効果を示す。

限界効果は、変数が１単位変化した時、総合口座

を持つ確率が何単位変化するかを示すものである。

ダミー変数については、変数が１となる場合、総

合口座を持つ確率が何単位変化するかを示すもの

である。

総合口座を持つ確率に有意な影響を与える変数

４）都市規模ダミー変数とは、以下で示す規模の場合に１、それ以外は０をとるダミー変数をさす。都市規模１＝東京と及び１２大
都市（札幌市、仙台市、千葉市、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市）、都市
規模２＝人口１５万人以上の都市、都市規模３＝人口５万人以上の都市、都市規模４＝人口５万人未満の都市、都市規模５＝郡
部。
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は、貯蓄比率（マイナス）と、都市規模５（郡部）

のダミー変数（プラス）、決済目的主要金融機関

がローンに利用されている場合のダミー変数（プ

ラス）である。貯蓄比率が１％増えると、選択確

率は２％減少するという結果より、年収に対して

貯蓄総額の高い家計では、目的に応じて預け入れ

先の金融機関を変える傾向があることを意味する。

高額の貯蓄を一つの金融機関でまとめて行うと、

それだけ金利も高くなる。したがって、決済目的

主要金融機関とは別の、金利が高い金融機関へ預

けた方が、多少アクセスコストがかかっても、収

益が多くなるので望ましいことが影響していると

予想される。

また、郡部では、同じ総合口座を持ちやすいと

いう結果は、郡部ではアクセスできる金融機関の

数が少ないことや、都市部に比べると金融機関へ

のアクセスに時間がかかることから、決済も貯蓄

も同じ金融機関で行った方が、アクセスコストが

低く抑えられることが原因の一つと予想される。

決済目的主要金融機関がローンに利用されてい

る場合に、総合口座を持つ確率が高くなることに

ついては、ローンに利用される金融機関には、も

ともと預貯金額が多いはずであるという、上で述

べた２）のケースを支持する結果である。

給与振込ダミー変数は有意性は低いが（棄却域

１０．６％）、総合口座選択確率にプラスの影響を与

える。したがって、決済目的主要金融機関が給与

振込先である場合に、貯蓄目的主要金融機関とし

て利用される可能性が高くなることも観察された。

５ 金融機関選択における総合口座の影響

総合口座選択確率の推計結果より、家計が総合

口座を持つ確率にどのような要因が影響を与える

かが観察された。ここで、総合口座決定要因に影

響している要因のうち、各金融機関の選択確率に

も影響を与えるものがあるかどうかを見ていくこ

とにする。もし、総合口座選択確率にもプラス

（マイナス）の影響を与える要因が、特定の金融

機関の選択確率にプラス（マイナス）の影響を与

えているのであれば、家計がその金融機関を選択

する場合は、総合口座を持つ傾向があるといえよ

う。

４節の分析では、説明変数に決済目的主要金融

機関でのローンの有無や給与振込の有無を利用し

たが、ローンや給与振込に利用される金融機関に

は、偏りがあると予想される。したがって、ロー

ンや給与振込が、総合口座を持つか否かにプラス

の影響を与えるのであれば、ローンや給与振込に

利用されやすい金融機関を決済目的主要金融機関

とする家計で、総合口座を持つ確率が高まること

になる。それを調べるため、決済口座ローンに使

われているか否か、あるいは給与振込に利用され

ているか否かによって、決済目的主要金融機関の

構成比率が異なるかを見た。その結果を、表３．１

に示す。

表２ 総合口座利用決定関数推計結果（プロビッ

トモデル）

説 明 変 数 限界効果 z値

世帯主年齢

世帯主年齢２乗

年収対数

貯蓄比率

家族人数

労働者比率

持ち家ダミー変数

都市規模２

都市規模３

都市規模４

都市規模５

給与振込ダミー

ローンダミー

１をとるサンプル比率

最大対数尤度関数

擬似決定係数

サンプル数

－０．０１７６

０．０００２

－０．０２９９

－０．０２３７

０．０１７４

０．１１１６

－０．０３４４

０．０３２８

０．０４２３

－０．０４８５

０．０９５７

０．０５１３

０．１３０７

０．６０４７

－７１９．２０５５

０．０２３９

１０９８

－１．３５００‡

１．３５００‡

－０．８３００

－１．６７００＊

１．１６００

１．４８００‡

－０．９０００

０．８１００

０．９２００

－０．７４００

１．９６００＊＊

１．６２００‡

３．８９００＊＊＊

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で

有意、‡…棄却減２０％
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決済目的主要金融機関がローンに利用されてい

る場合と、利用されていない場合とでは、利用さ

れていない場合の方が、地銀の構成比率が８％程

度低く、郵便局の構成比率が１０％ほど高い。決済

目的主要金融機関が給与振込に利用されている場

合と、利用されていない場合とでは、利用されて

いない場合の方が、地銀の構成比率が１０％低く、

郵便局の構成比率は１０％高い。郵便局は、ロー

ン５）や給与振込先としてはあまり利用されないこ

とがわかる。

ここで、プロビットモデルによる決済目的主要

金融機関選択確率の推計を行い、各金融機関の選

択確率に、ローンの有無や給与振込の有無、その

他の要因が影響するのかを調べる６）。被説明変数

は、家計が各金融機関を決済目的主要金融機関と

して選択している場合に１、それ以外を０とする

ダミー変数である。説明変数には、総合口座選択

確率の推計で用いた説明変数と、家計の属する都

表３．１ 決済目的主要金融機関別、ローンの有無

ならびに給与振込の有無

ロ ー ン 無し ％ あり ％ 合計

都 銀

地 銀

信金・信組

郵 便 局

合 計

１９８

３５６

１１４

８６

７５４

２６．２６

４７．２１

１５．１２

１１．４１

１００．００

９５

１８８

５８

３

３４４

２７．６２

５４．６５

１６．８６

０．８７

１００．００

２９３

５４４

１７２

８９

１０９８

給 与 振 込 無し ％ あり ％ 合計

都 銀

地 銀

信金・信組

郵 便 局

合 計

８７

１７２

７０

５４

３８３

２２．７２

４４．９１

１８．２８

１４．１０

１００．００

２０６

３７２

１０２

３５

７１５

２８．８１

５２．０３

１４．２７

４．９０

１００．００

２９３

５４４

１７２

８９

１０９８

表３．２ 決済目的主要金融機関の各金融機関選択確率

都 銀 地 銀 信 金 ・ 信 組 郵 便 局

説 明 変 数 限界効果 z値 限界効果 z値 限界効果 z値 限界効果 z値

世帯主年齢

世帯主年齢２乗

年収対数

貯蓄比率

家族人数

労働者比率

地銀店舗比率

信金・信組店舗比率

郵便局店舗比率

持ち家ダミー変数

都市規模２

都市規模３

都市規模４

都市規模５

給与振込ダミー

ローンダミー

選択家計比率

最大対数尤度関数

擬似決定係数

サンプル数

０．００８６９

－０．０００１１

０．０８９６２

０．００６１２

－０．０２５３９

－０．１８２１０

－１．７０５０１

－１．００１９１

－１．５３０２２

－０．０４５７０

－０．０８９６７

－０．０４９００

－０．１２６９０

－０．１６６９５

０．０３２９２

０．０２５３３

０．２６６８５

－４８１．４４３

０．２４４１０

１０９８

０．７６０００

－０．８８０００

２．６５０００＊＊＊

０．４６０００

－１．８２０００＊

－２．７２０００＊＊＊

－６．７４０００＊＊＊

－２．４１０００＊＊

－７．２５０００＊＊＊

－１．３２０００‡

－２．８００００＊＊＊

－１．３２０００‡

－２．２１０００＊＊

－４．２４０００＊＊＊

１．１７０００

０．８３０００

－０．００００１

－０．００００２

－０．００７２７

－０．０１１８５

０．００６２７

０．１３６９５

２．４８０８８

０．５６４８０

１．７０７７６

－０．０３３５４

０．１７１３８

０．０９９４２

０．１４０３０

０．１９０４０４

０．１０５２９

０．０６９２６

０．４９５４５

－５９９．１６０

０．２１２７０

１０９８

０．０００００

－０．１４０００

－０．１８０００

－０．７４０００

０．３７０００

１．６３０００‡

８．０５０００＊＊＊

１．１５０００

６．２８０００＊＊＊

－０．７６０００

３．６１０００＊＊＊

１．８５０００＊

１．８８０００＊

３．４３０００＊＊＊

２．９７０００＊＊＊

１．８１０００＊

－０．００４４３

０．００００８

－０．０８１１４

０．００８６１

０．０２３７６

０．１２８２３

０．００８２３

１．４８３８６

０．４３６９８

０．０２３１９

０．０１９２７

０．０２７７９

０．０２１４３

０．０４４３１

－０．０３０５７

０．０２５９２

０．１５６６５

－４４１．０９０

０．０７４５０

１０９８

－０．４９０００

０．７７０００

－３．１８０００＊＊＊

０．９２０００

２．３３０００＊＊

２．４８０００＊＊

０．０４０００

４．９８０００＊＊＊

２．６３０００＊＊＊

０．８６０００

０．６３０００

０．７９０００

０．４２０００

１．１５０００

－１．３５０００‡

１．０７０００

－０．００２３３

０．００００３

０．０１７５０

－０．００６３３

－０．００９１０

－０．０５３４２

－０．１７７９４

－０．２７８７４

－０．１１５９４

０．０２８９９

－０．０２２６８

－０．０１５８９

０．０１８５３

－０．００２２５

－０．０６４１２

－０．０９３６４

０．０８１０６

－２６５．４９０

０．１４０６０

１０９８

－０．４５０００

０．４５０００

１．２３０００

－０．９６０００

－１．４５０００‡

－１．７２０００＊

－１．５７０００‡

－１．４９０００‡

－１．１７０００

１．９９０００＊＊

－１．４６０００‡

－０．９００００

０．６３０００

－０．１１０００

－４．４８０００＊＊＊

－５．３２０００＊＊＊

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で有意、‡…棄却減２０％

５）郵便局では、利用できるローンが限られており、住宅ローン等は使えない。
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道府県における各金融機関の店舗比率７）を加えた。

分析の結果を、表３．２に示す。

給与振込ダミー変数やローンダミー変数が有意

となる金融機関についてみると、地銀の選択確率

に対して、両ダミー変数は、有意にプラスであっ

た。決済目的主要金融機関を給与振込に利用して

いる場合は、地銀の選択確率が１０％上昇し、ロー

ンに利用している場合は、地銀の選択確率が７％

上昇する。逆に、郵便局の選択確率に対して、両

ダミー変数は有意にマイナスであった。この結果

は、表３．１で示された内容を支持している。

郵便局で、これらのダミー変数がマイナスで

あった理由として、「決済目的主要金融機関を

ローンや給与振込に利用する場合は、郵便局を選

択しなくなる」、という関係だけでなく、「決済目

的主要金融機関が郵便局である場合は、ローンや

給与振込先として利用されることが少ない」とい

う、逆の因果関係も影響していると予想される。

都市規模ダミー変数は、都銀と地銀の選択確率

において有意な影響を与えるものが多い。特に、

１２大都市では都銀の選択確率が他の都市よりも高

くなるといえる。信金・信組、郵便局の選択確率

には、各都市規模ダミー変数は有意な影響を与え

ない。

店舗比率は、郵便局を除いて、各金融機関の選

択確率にその金融機関の店舗比率がプラスに有意

な影響を与えており、係数の値も大きい。した

がって、決済目的主要金融機関の選択には、利便

性が重視されることが伺える。郵便局の店舗比率

が有意で無かった理由として、郵便局はユニバー

サル・サービスを提供しているため、都道府県に

よって店舗の配置に差が少ないためと予想される。

最後に、その他の家計の属性で、決済目的主要

金融機関選択確率に影響を与えているものをみよ

う。都銀では、年収対数がプラスに、家族人数や

労働者比率がマイナスに有意である。逆に、信

金・信組では、年収対数はマイナスに、家族人数

や労働者比率がプラスに有意となる。郵便局では、

労働者比率がマイナスに有意、持ち家ダミー変数

がプラスに有意となる。

総合口座選択確率に強く影響を与えていた貯蓄

比率は、各金融機関の選択確率には有意な影響は

与えなかった。また、総合口座選択確率にプラス

の影響を与えていた、ローンダミー変数、給与振

込ダミー変数については、地銀でプラス、郵便局

でマイナスに有意であったことから、地銀は総合

口座として利用されることが多くなり、一方で、

郵便局は総合口座として利用されることは少ない

ことが示唆される。

６ むすび

本研究では、家計が総合口座を持つ場合、どの

ような要因が影響しているのかを計量的に分析し

た。その結果、貯蓄比率が高い家計や、地方部の

家計、決済目的主要金融機関でローンや給与振込

が行われる家計では、総合口座を持つ確率が高く

６）奥井（１９９９．a）、奥井（１９９８）の研究では、各金融機関の選択確率を推計する際に、マルチノミアル・ロジットモデルを利用
している。マルチノミアル・ロジットモデルでは、家計が３つ以上の金融機関を選択できる状態にある場合、それぞれの属性
を持つ家計が現在選んでいる金融機関を選択するような条件付確率が最大にするように、各金融機関選択確率の推計式を同時
に推計する推計方法である。この推計方法では、例えば家計が、金融機関の選択肢として、都銀、地銀、郵便局に直面してい
る場合、都銀と地銀のどちらを選ぶかという選択に対して、郵便局の選択確率は全く影響を与えないという仮定が必要となる。
実際は、地域によって家計が選択できる範囲にある金融機関が非常に限られていたり、なんらかの理由で都銀が選択できない
場合に、地銀と郵便局のどちらを選ぶかといった選択も生じることが考えられることから、この仮定には問題が多い。そのた
め、本節ではマルチノミアル・ロジットモデルを使わない。

７）各金融機関の店舗比率は、都銀、地銀、信金・信組、郵便局の店舗の合計で、各金融機関の店舗数を割って求めた。店舗数に
は、「ニッキン資料年報１９９８年版」（日本金融通信社）より、１９９７年の都道府県別金融機関店舗数を利用した。都銀の店舗比率
をベースとするため、地銀、信金・信組、郵便局の３つの店舗比率を変数に加えている。
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なることが示された。また、決済目的主要金融機

関の選択確率の推計８）より、決済目的主要金融機

関がローンに利用されていたり、給与振込に利用

される場合は、地銀の選択確率が高く、郵便局の

選択確率が低くなることから、地銀が総合口座と

して選択されやすく、郵便局は選択されにくい傾

向を示唆している。

今回の分析では、説明変数に用いた変数が内生

的に決定される点を考慮していない。住宅ローン

等を組む家計は、中高年層が中心であることが予

想されることや、給与振込は世帯主の職業や勤務

先の規模によって影響を受けると考えられること

から、これらの変数は内生変数として扱うのが望

ましい。この点は今後改善していきたい。
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